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閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 
 

開催日時：平成２８年２月９日（火）     ８：１２～８：２３ 

 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

 

出 席 者：安 倍 晋 三 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（総務大臣） 

岩 城 光 英 国務大臣（法務大臣） 

岸 田 文 雄 国務大臣（外務大臣） 

馳     浩 国務大臣（文部科学大臣） 

塩 崎 恭 久 国務大臣（厚生労働大臣） 

森 山    国務大臣（農林水産大臣） 

林   幹 雄 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

石 井 啓 一 国務大臣（国土交通大臣） 

丸 川 珠 代 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

中 谷   元 国務大臣（防衛大臣） 

菅   義 偉 国務大臣（内閣官房長官） 

髙 木   毅 国務大臣（復興大臣） 

河 野 太 郎 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

島 尻 安伊子 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

石 原 伸 晃 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

石 破   茂 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

遠 藤 利 明 国務大臣 

陪 席 者：萩生田 光 一 内閣官房副長官 

世 耕 弘 成 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

横 畠 裕 介 内閣法制局長官 

 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

     ○一般案件      ６件 

○国会提出案件    ７件 

     ○法律案      １０件 

     ○政令        １件 

     ○人事        ４件 

     ○配布        １件 

     いずれも，案件表のとおり，決定，了解等となった。 
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議事内容： 

○菅国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。 

  まず，閣議案件について，萩生田副長官から御説明申し上げます。 

○萩生田内閣官房副長官：一般案件等について，申し上げます。まず，「南スーダン国

際平和協力業務実施計画の変更」及び「同業務の実施の状況」について，御決定を

お願いいたします。本件は，同業務の実施期間を平成２８年１０月３１日まで８か

月間延長するものであり，決定の上は，実施計画の変更及び実施状況について，国

会に報告するものであります。あわせて，同業務を引き続き適切に実施するため，

当該国際平和協力隊の設置期間を延長することを定める「南スーダン国際平和協力

隊の設置等に関する政令の一部を改正する政令」について，御決定をお願いいたし

ます。 

 次に，ＮＨＫの「平成２８年度収支予算等」について国会の承認を求めること並

びに「平成２６年度収支決算及び業務報告書」を国会に提出することについて，御

決定をお願いいたします。本件につきましては，後程，総務大臣から御発言があり

ます。 

 次に，「在日米軍駐留経費負担特別協定」の締結につき，国会の承認を求めること

について，御決定をお願いいたします。本協定は，平成２８年度からの５年間，我

が国が在日米軍の駐留に係る労務費，光熱水料等及び訓練移転費を負担することに

ついて定めるものであります。 

 次に，世界遺産登録推薦の取下げについて，御了解をお願いいたします。本件は，

昨年１月１６日の閣議了解で世界遺産登録に向けて推薦することとした「長崎の教

会群とキリスト教関連遺産」について，推薦を取り下げることとするものでありま

す。 

 次に，「平成２８年度地方団体の歳入歳出総額の見込額に関する書類」について，

御決定をお願いいたします。本件は，地方交付税法に基づき，国会に提出するもの

であり，後程，総務大臣から御発言があります。 

 次に，「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告書」につい

て，御決定をお願いいたします。本件は，地方税法に基づき，平成２６年度の地方

税の税負担軽減措置の適用状況等に関する報告書を国会に提出するものでありま

す。 

 次に，質問主意書に対する答弁書４件について，お手元の資料のとおり，御決定

をお願いいたします。 

 次に，法律案１０件について，御決定をお願いいたします。まず，「子ども・子育

て支援法の一部改正法案」は，子ども・子育て支援の提供体制の充実を図るため，

事業所内保育施設等の設置者に対する助成及び援助を行う事業を創設するととも

に，当該事業の財源に充てるため，一般事業主から徴収する拠出金の率の上限を引

き上げる等の措置を講ずるものであります。 

 次に，「地方税法等の一部改正等法案」は，法人事業税の所得割の税率の引下げ及

び外形標準課税の拡大等の措置を講ずるものであります。 
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 次に，「地方交付税法等の一部改正法案」は，平成２８年度分の地方交付税の総額

の特例措置を講ずるとともに，普通交付税と特別交付税との割合の変更等の改正を

行うものであります。 

 次に，「在外公館名称位置給与法の一部改正法案」は，在ニウエ日本国大使館及び

在ベンガルール日本国総領事館を新設するとともに，在外公館に勤務する外務公務

員の在勤基本手当の基準額の改定等を行うものであります。 

 次に，「関税定率法等の一部改正法案」は，個別品目の関税率の見直し及び輸出入

してはならない貨物への営業秘密侵害品の追加のほか，暫定関税率の適用期限の延

長等についての改正を行うものであります。 

 次に，「株式会社国際協力銀行法の一部改正法案」は，海外インフラ事業に係る業

務の方法に関する規制の合理化を行うとともに，銀行等からの外国通貨による長期

借入れを可能とする等の措置を講ずるものであります。 

 次に，「児童扶養手当法の一部改正法案」は，第２子以降の児童に係る児童扶養手

当の加算額を増額する等の措置を講ずるものであります。 

 次に，「特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の一部

改正法案」は，給付金の請求期限を５年間延長するとともに，肝がん等を発症した

時又は死亡した時から２０年を経過した後の提訴等に係る感染者給付金の額を定

める等の措置を講ずるものであります。 

 次に，「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法等

の一部改正法案」は，再生可能エネルギーの導入促進及び適正な発電事業の実施の

ため，事業計画認定制度を創設するとともに，買取価格の決定方法及び買取義務対

象者の見直し等の措置を講ずるものであります。 

 次に，「独立行政法人環境再生保全機構法の一部改正法案」は，環境の保全に関す

る研究及び技術開発を効率的・効果的に推進するため，当該研究及び技術開発の実

施及び助成に係る業務を環境省から同機構に移管するとともに，機構の役職員に係

る守秘義務規定の整備等の措置を講じるものであります。 

 次に，人事案件について，申し上げます。まず，水産庁次長長谷成人に，日韓漁

業共同委員会代表たる日本政府代表等を命ずること外１件について，御決定をお願

いいたします。 

 次に，中央選挙管理会委員神﨑浩昭外４名は，３月３１日に任期満了となります

ので，後任者の任命につき，国会の議決による指名を求めることについて，御決定

をお願いいたします。 

 次に，裁判官人事といたしまして，兼官を免ずるもの外１件について，御決定を

お願いいたします。 

 次に，穗積和夫外１６０名の叙位又は叙勲について，御決定をお願いいたします。 

○菅国務大臣：次に，大臣発言がございます。まず，総務大臣から２件御発言がござ

います。 

○高市国務大臣：まず，日本放送協会の平成２８年度の収支予算につきましては，事

業収入が７，０１６億円，事業支出が６，９３６億円，事業収支差金が８０億円と
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なっております。 

 事業計画につきましては，国民・視聴者の信頼と多様な要望に応える質の高い番

組の提供，国際放送の充実等による海外情報発信の強化，我が国の経済成長の牽引

力として期待される４Ｋ・８Ｋ等の先導的なサービスの推進等に取り組むこととな

っております。 

 総務大臣といたしましては，この収支予算等について，おおむね妥当なものと認

められるとした上で，その実施に当たっては，子会社による不祥事を厳粛に受け止

め，グループ全体としての協会の改革に組織を挙げて迅速に取り組むこと及び協会

の経営が国民・視聴者の負担する受信料によって支えられているとの認識を新たに

し，業務の合理化・効率化に向けたたゆまぬ改善の努力を行うとともに，国民・視

聴者に対する説明責任を果たしていくことが必要であるとする意見を付しており

ます。 

 次に，日本放送協会の平成２６年度の財務諸表及び業務報告書につきましては，

９０億円の黒字を見込んでいた同年度予算に対し，２３５億円の増収，７１億円の

支出削減の結果，３９６億円の事業収支差金を計上しております。 

 この業務報告書についても，平成２８年度収支予算等と同様の意見を付しており

ます。 

 続けて，平成２８年度地方団体の歳入歳出総額の見込額について申し上げます。

平成２８年度の地方団体の歳入歳出総額の見込額の策定に当たりましては，地方創

生や地方の重点課題に対応するために必要な経費を計上するとともに，社会保障関

係費の増加を適切に反映した計上を行う一方，国の取組と基調を合わせた歳出改革

を行うこととしております。 

 あわせて，引き続き生じる財源不足については，特例地方債の発行，一般会計か

らの加算等により補塡することといたしました。 

 これらの結果，交付団体をはじめ地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源

総額について，平成２７年度を０．１兆円上回る額を確保することとしております。

また，歳入歳出総額の見込額は，８５兆７，５９３億円となっております。 

 また，東日本大震災分の復旧・復興事業について，直轄・補助事業に係る地方負

担分等を措置するため，震災復興特別交付税を４，８０２億円確保いたしました。 

 よろしく御了承のほどお願い申し上げます。 

○菅国務大臣：次に，私から，「国際的に脅威となる感染症対策関係閣僚会議の開催に

ついて」の一部改正について，申し上げます。 

 今般，薬剤耐性に関する対策の総合的な推進を図るため，「国際的に脅威となる

感染症対策関係閣僚会議の開催について」を一部改正し，同閣僚会議の構成員に，

内閣府特命担当大臣（消費者及び食品安全）を追加することといたしますので，御

了解をお願いいたします。 

 この後，本閣僚会議を開催し，「国際的に脅威となる感染症対策の強化に関する

基本計画」の決定等を行うこととしています。 

○菅国務大臣：これをもちまして，閣議を終了いたします。 
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○引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

 御発言はございますか 。 

○無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 

 



平成28年 

２月９日 

◎一般案件 

  ○南スーダン国際平和協力業務実施計画の変更につ

いて（決定） （内閣府本府・外務・防衛省）

〃  ○放送法第７０条第２項の規定に基づき，国会の承 

認を求めるの件（決定）       （総務省） 

1. 日本放送協会平成２６年度財産目録，貸借対

〃  ○ 照表，損益計算書，資本等変動計算書及びキ

ャッシュ・フロー計算書並びにこれらに関す

る説明書並びに監査委員会及び会計監査人の

意見書を国会に提出すること

1. 日本放送協会平成２６年度業務報告書及び同

報告書に付する総務大臣の意見並びに監査委

員会の意見書を国会に送付すること

について（決定）           （同上） 

〃  ○日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安 

全保障条約第６条に基づく施設及び区域並びに日 

本国における合衆国軍隊の地位に関する協定第２ 

４条についての新たな特別の措置に関する日本国 

とアメリカ合衆国との間の協定の締結について国 

会の承認を求めるの件（決定）    （外務省） 

〃  ○「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」の世界遺 

産登録推薦の取下げについて（了解） 

（文部科学・外務省） 

◎国会提出案件 

   ○南スーダン国際平和協力業務の実施の状況につい

て（決定） （内閣府本府・外務・防衛省）

〃  ○平成２８年度地方団体の歳入歳出総額の見込額に 

関する書類について（決定）     （総務省） 

（ 火 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料
あ り

〔 別 添 〕
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 ○地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に 

関する報告書について（決定）（総務・財務省） 

     1. 衆議院議員初鹿明博（民維ク）提出同和地区 

  Ｗｉｋｉに関する質問に対する答弁書につい 

て（決定）           （法務省）  
〃  ○  1. 衆議院議員長妻昭（民維ク）提出日銀のマイ 

ナス金利政策をはじめとする金融政策に関す 

る質問に対する答弁書について（決定） 

    （財務省） 

1. 参議院議員大久保勉（民主）提出クルーズ船 

受入港の体制に関する質問に対する答弁書に 

ついて（決定）       （国土交通省） 

1. 衆議院議員奥野総一郎（民維ク）提出指定廃 

棄物の処理に関する質問に対する答弁書につ 

いて（決定）          （環境省） 

 

          ◎法律案  
   ○子ども・子育て支援法の一部を改正する法律案 

（決定）        （内閣府本府・財務省） 

〃  ○地方税法等の一部を改正する等の法律案（決定） 

（総務・財務省） 

〃  ○地方交付税法等の一部を改正する法律案（決定） 

（同上） 

〃  ○在外公館の名称及び位置並びに在外公館に勤務す 

る外務公務員の給与に関する法律の一部を改正す 

る法律案（決定）          （外務省） 

〃  ○関税定率法等の一部を改正する法律案（決定） 

（財務省） 

〃  ○株式会社国際協力銀行法の一部を改正する法律案 

（決定）               （同上） 

〃  ○児童扶養手当法の一部を改正する法律案（決定） 

（厚生労働・財務省） 

 

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  
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 ○特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関 

する特別措置法の一部を改正する法律案（決定） 

（厚生労働・財務省） 

〃  ○電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達 

に関する特別措置法等の一部を改正する法律案 

（決定）         （経済産業・財務省） 

〃  ○独立行政法人環境再生保全機構法の一部を改正す 

る法律案（決定）       （環境・財務省） 

 

◎政  令 

   ○南スーダン国際平和協力隊の設置等に関する政令 

の一部を改正する政令（決定） 

（内閣府本府・外務・財務・防衛省） 

 

    ◎人  事 

   ○水産庁次長長谷成人に日韓漁業共同委員会代表た  
る日本政府代表等を，経済産業省商務情報政策局  
商務流通保安グループ国際博覧会交渉官中村富安  
に２０１７年アスタナ国際博覧会に対する陳列区  
域日本政府委員たる日本政府代表を命ずることに  
ついて（決定） 

 ○中央選挙管理会委員の任命につき，国会の議決に  
よる指名を求めることについて（決定）  

 〃  ☆判事兼簡易裁判所判事後藤眞理子の兼官を免じ， 

判事横田信之外１名を願に依り免ずることについ  
て（決定）  

☆名古屋大学名誉教授穗積和夫外１６０名の叙位又  
は叙勲について（決定） 

 

◎配  布 

☆京都市長選挙結果調         （総務省） 

 

〔○署名あり  ☆署名なし〕 

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
な し  
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